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問合せ先責任者 役 職 名 常 務 取 締 役 経 営 企 画 本 部 長
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中間決算取締役会開催日 平 成 15年  9月 12日 中間配当制度の有無 有
中 間 配 当 支 払 開 始 日 単元株制度採用の有無 無       

1. 15年 7月中間期の業績 （平成15年 2月 1日～平成15年 7月31日）

( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

    12.615年 7月中間期        2,675          251          266
14年 7月中間期        2,375     5.0        △359         △374

       6,016          463          43715年 1月期

1株 当 た り 中 間中間(当期)純利益 (当 期 )純 利 益
％ 円 銭百万円

         257      14,085.1115年 7月中間期
        △564     △33,452.4814年 7月中間期

         192      11,385.2315年 1月期

(注 )1.期中平均株式数 15年 7月中間期         18,314株 14年 7月中間期         16,862株
15年 1月期         16,938株

2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

( 2 )配当状況
(注 )15年 7月中間期　中間配当金の内訳1株当たり中間配当金 1株当たり年間配当金

記念配当 円 銭円 銭 円 銭
15年 7月中間期           0.00－ 特別配当 円 銭
14年 7月中間期           0.00－

15年 1月期 －           0.00

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

       8,833        8,039     91.0    438,682.0115年 7月中間期
       6,051        5,374     88.8    318,242.6614年 7月中間期

15年 1月期        8,422        7,787     92.5    425,365.30

(注 )1.期末発行済株式数 15年 7月中間期         18,326株 14年 7月中間期         16,887株
15年 1月期         18,307株

2.期末自己株式数 15年 7月中間期              0株 14年 7月中間期              0株
15年 1月期              0株

2. 16年 1月期の業績予想 （平成15年 2月 1日～平成16年 1月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益

期 末

百万円 百万円 百万円 円銭 円銭
通 期        6,610         949         939          0.00          0.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )      51,267円27銭

上 記 記 載 金 額 は 、 百 万 円 未 満 を 切 捨 て て 表 示 し て お り ま す 。
上 記 予 想 に 関 す る 事 項 は 、 平 成16年 １ 月 期 中 間 決 算 短 信 （ 連 結 ） の 添 付 資 料 のP９ を ご 参 照 下 さ い 。
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１．中間財務諸表 
(1) 中間貸借対照表      

（単位：千円）

当中間会計期間末 
 

(平成15年７月31日現在) 

前中間会計期間末 
 

(平成14年７月31日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成15年１月31日現在) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（資産の部）   ％  ％  ％ 

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金 *2 3,220,531  1,862,563  3,010,650  

２．売掛金  1,612,682  938,940  1,857,377  

３．たな卸資産  486,472  362,399  342,606  

４．その他  384,860  370,114  217,310  

５．貸倒引当金  △4,150  △2,110  △3,608  

 流動資産合計  5,700,397 64.5 3,531,908 58.4 5,424,336 64.4 

Ⅱ 固定資産        

１．有形固定資産 *1 488,992 5.5 543,664 9.0 500,780 6.0 

２．無形固定資産  186,263 2.1 107,222 1.7 154,651 1.8 

３．投資その他の資産        

(1）投資有価証券  178,200  225,711  239,760  

(2）関係会社株式  1,344,265  1,022,487  1,168,765  

（3）関係会社長期貸付金  576,960  309,200  572,752  

(4）その他  358,727  387,434  402,482  

（5）貸倒引当金  △577  △75,780  △41,066  

投資その他の資産合計  2,457,576 27.9 1,869,053 30.9 2,342,694 27.8 

 固定資産合計  3,132,832 35.5 2,519,940 41.6 2,998,126 35.6 

 資産合計  8,833,229 100.0 6,051,849 100.0 8,422,463 100.0 
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      （単位：千円）

当中間会計期間末 
 

(平成15年７月31日現在) 

前中間会計期間末 
 

(平成14年７月31日現在) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成15年１月31日現在) 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比 

（負債の部）   ％  ％  ％ 

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金  249,122  162,161  206,275  

２．賞与引当金  53,709  95,109  100,494  

３．その他 *3 425,904  372,181  261,497  

 流動負債合計  728,736 8.3 629,451 10.4 568,267 6.7 

Ⅱ 固定負債        

１．繰延税金負債  9,114  14,396  20,219  

２．退職給付引当金  56,092  33,836  46,813  

 固定負債合計  65,206 0.7 48,233 0.8 67,032 0.8 

 負債合計  793,942 9.0 677,685 11.2 635,300 7.5 
         

（資本の部）        

Ⅰ 資本金  4,069,004 46.1 － － － － 

Ⅱ 資本剰余金        

  資本準備金  4,742,379  －  －  

 資本剰余金合計  4,742,379 53.7 － － － － 

Ⅲ 利益剰余金        

  中間未処理損失  784,682  －  －  

 利益剰余金合計  △784,682 △8.9 － － － － 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   12,586 0.1 － － － － 

 資本合計  8,039,286 91.0 － － － － 

         

Ⅰ 資本金  － － 3,240,254 53.5 4,064,254 48.3 

Ⅱ 資本準備金  － － 3,913,629 64.7 4,737,629 56.2 

Ⅲ 欠損金        

中間(当期)未処理損失  －  1,799,600  1,042,642  

 欠損金合計  － － 1,799,600 △29.7 1,042,642 △12.3 

Ⅳ その他有価証券評価差額金   － － 19,881 0.3 27,922 0.3 

 資本合計  － － 5,374,163 88.8 7,787,162 92.5 

 負債・資本合計  8,833,229 100.0 6,051,849 100.0 8,422,463 100.0 
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(2) 中間損益計算書      
（単位：千円）

当中間会計期間 
 

自 平成15年２月１日 
至 平成15年７月31日 

前中間会計期間 
 

自 平成14年２月１日 
至 平成14年７月31日 

前事業年度の 
要約損益計算書 
自 平成14年２月１日 
至 平成15年１月31日 

期  別 
 
 
 
 
科  目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 百分比 

    ％  ％  ％ 

Ⅰ 売上高  2,675,387 100.0 2,375,084 100.0 6,016,648 100.0 

Ⅱ 売上原価  916,533 34.3 808,136 34.0 2,102,370 34.9 

売上総利益  1,758,854 65.7 1,566,948 66.0 3,914,278 65.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  1,506,937 56.3 1,926,451 81.1 3,450,682 57.4 

営業利益（△損失）  251,916 9.4 △359,503 △15.1 463,595 7.7 

Ⅳ 営業外収益 *1 15,950 0.6 11,796 0.5 24,765 0.4 

Ⅴ 営業外費用 *2 1,350 0.0 26,614 1.1 51,323 0.8 

経常利益（△損失）  266,516 10.0 △374,321 △15.7 437,038 7.3 

Ⅵ 特別利益 *3 32,000 1.1 1 0.0 1 0.0 

Ⅶ 特別損失 *4 38,657 1.4 187,885 7.9 240,387 4.0 

税引前中間(当期)純利益（△純損失）   259,860 9.7 △562,205 △23.6 196,652 3.3 

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税   1,900 0.1 1,900 0.1 3,800 0.1 

中間（当期）純利益（△純損失）  257,960 9.6 △564,105 △23.7 192,852 3.2 

前期繰越損失  1,042,642  1,235,495  1,235,495  

中間（当期）未処理損失  784,682  1,799,600  1,042,642  
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中間財務諸表作成の基本となる重要な事項  

期 別 

 

項 目 

 
当中間会計期間 
自 平成15年２月１日 
至 平成15年７月31日 

 
前中間会計期間 
自 平成14年２月１日 
至 平成14年７月31日 

 
前事業年度 

自 平成14年２月１日 
至 平成15年１月31日 

１．資産の評価基準及び評

価方法 

（1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会 

社株式 

移動平均法による原価

法 

② その他有価証券 

    時価のあるもの 

   中間決算日の市場価

格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本

直入法により処理し、

売却原価は移動平均法

により算定） 

  時価のないもの 

 移動平均法による原

価法 

 

(2) たな卸資産 

① 仕掛品 

    個別法による原価法    

（1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会 

社株式 

同  左 

 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

同  左 

 

    

 

 

 

時価のないもの 

  同  左 

 

 

(2) たな卸資産 

① 仕掛品 

同  左 

（1）有価証券 

① 子会社株式及び関連会 

社株式 

同  左 

 

② その他有価証券 

時価のあるもの 

   決算日の市場価格等

に基づく時価法（評価

差額は全部資本直入法

により処理し、売却原

価は移動平均法により

算定） 

  時価のないもの 

  同  左 

 

 

(2) たな卸資産 

① 仕掛品 

同  左 

２．固定資産の減価償却の

方法 

（1）有形固定資産 

定率法 

なお、主な耐用年数

は以下のとおりです。 

建物：   ６～47年 

器具備品： ４～８年 

ただし、平成10年４

月１日以降に取得した

建物（建物付属設備を

除く）については、定

額法を採用しておりま

す。 

（1）有形固定資産 

 同  左 

（1）有形固定資産 

同  左 

 

(2) 無形固定資産 

    定額法 

なお、ソフトウェア

（自社利用分）につい

ては、社内における利

用可能期間（５年）に

基づいて定額法によっ

ております。 

(2) 無形固定資産 

    同  左 

(2) 無形固定資産 

同  左 

 
(3) 長期前払費用 

    定額法 

(3) 長期前払費用 

      同  左 

(3) 長期前払費用 

      同  左 
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期 別 

 

項 目 

 
当中間会計期間 
自 平成15年２月１日 
至 平成15年７月31日 

 
前中間会計期間 
自 平成14年２月１日 
至 平成14年７月31日 

 
前事業年度 

自 平成14年２月１日 
至 平成15年１月31日 

（1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる

損失に備えるため、一

般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権に

ついては個別に回収可

能性を勘案し、回収不

能見込額を計上してお

ります。 

（1）貸倒引当金 

      同  左 

（1）貸倒引当金 

      同  左       

３．引当金の計上基準 

(2) 賞与引当金 

     従業員の賞与支払に

備えるため、会社が算

定した支給見込額の当

中間期負担額を計上し

ております。 

(2) 賞与引当金 

同  左 

(2) 賞与引当金 

     従業員の賞与支払に

備えるため、会社が算

定した支給見込額の当

期負担額を計上してお

ります。 

 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、退職給付

会計に関する実務指針

（中間報告）（日本公

認会計士協会 会計制

度委員会報告第13号）

に定める簡便法（期末

自己都合要支給額を退

職給付債務とする方

法）により、当中間期

末において発生してい

ると認められる額を計

上しております。 

(3) 退職給付引当金 

同  左 

(3) 退職給付引当金 

     従業員の退職給付に

備えるため、退職給付

会計に関する実務指針

（中間報告）（日本公

認会計士協会 会計制度

委員会報告第13号）に

定める簡便法（期末自

己都合要支給額を退職

給付債務とする方法）

により、計上しており

ます。 

４．外貨建の資産及び負債

の本邦通貨への換算基

準 

外貨建金銭債権債務

は、中間決算日の直物為

替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

同  左 外貨建金銭債権債務

は、決算日の直物為替相

場により円貨に換算し、

換算差額は損益として処

理しております。 

５．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が

借主に移転すると認めら

れるもの以外のファイナ

ンス・リース取引につい

ては、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計

処理によっております。 

同  左 同  左 
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期 別 

 

項 目 

 
当中間会計期間 
自 平成15年２月１日 
至 平成15年７月31日 

 
前中間会計期間 
自 平成14年２月１日 
至 平成14年７月31日 

 
前事業年度 

自 平成14年２月１日 
至 平成15年１月31日 

６．その他中間財務諸表作

成のための基本となる

重要な事項 

消費税等の会計処理 

    消費税及び地方消費税

の会計処理は、税抜方式

によっております。 

消費税等の会計処理 

同  左 

消費税等の会計処理 

同  左 

 

追 加 情 報  

 
当中間会計期間 
自 平成15年２月１日 
至 平成15年７月31日 

 
前中間会計期間 
自 平成14年２月１日 
至 平成14年７月31日 

 
前事業年度 

自 平成14年２月１日 
至 平成15年１月31日 

貸借対照表について 

 中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間より「資本準備

金」は「資本剰余金」の内訳、「中

間未処理損失」は「利益剰余金」の

内訳として表示しております。 

＿＿＿＿＿ 

 

＿＿＿＿＿ 

 

＿＿＿＿＿ 

 

＿＿＿＿＿ 

 

自己株式及び法定準備金取崩等会計

について 

当期より「企業会計基準第１号 

自己株式及び法定準備金の取崩等に

関する会計基準」（平成14年２月21

日 企業会計基準委員会）を適用し

ております。これによる当期の損益

に与える影響はありません。 
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注 記 事 項  

（中間貸借対照表関係）  

当中間会計期間末 
(平成15年７月31日現在) 

前中間会計期間末 
(平成14年７月31日現在) 

前事業年度 
(平成15年１月31日現在) 

*１ 有形固定資産の減価償却累計額 *１ 有形固定資産の減価償却累計額 *１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  306,578 千円    210,981 千円    263,898 千円  

   

*２ 担保提供資産 

   （担保に供している資産） 

*２ 担保提供資産 

   （担保に供している資産） 

*２ 担保提供資産 

   （担保に供している資産） 

 定 期 預 金 500,000 千円   定 期 預 金 300,000 千円   定 期 預 金 500,000 千円  

   （上記に対応する債務）    （上記に対応する債務）    （上記に対応する債務） 

 関係会社の短期借入金  337,000 千円   関係会社の短期借入金  226,000 千円   関係会社の短期借入金  330,000 千円  

               

*３ 消費税等の取扱い *３ 消費税等の取扱い *３    ＿＿＿＿＿  

仮払消費税等及び仮受消費税等

は、相殺のうえ、金額的重要性が

乏しいため、流動負債の「その

他」に含めて表示しております。 

同   左  

 

（中間損益計算書関係）  

 
当中間会計期間 
自 平成15年２月１日 
至 平成15年７月31日 

 
前中間会計期間 
自 平成14年２月１日 
至 平成14年７月31日 

 
前事業年度 

自 平成14年２月１日 
至 平成15年１月31日 

*１ 営業外収益のうち主要なもの *１ 営業外収益のうち主要なもの *１ 営業外収益のうち主要なもの 

 受 取 利 息 2,701 千円   受 取 利 息 1,804 千円   受 取 利 息 3,964 千円  

 為 替 差 益 11,512 千円   高度人材確保 

助成金 

6,754 千円   高度人材確保

助成金 

8,102 千円  

           付 加 価 値 税 

還付金 

8,449 千円  

               

*２           *２ 営業外費用のうち主要なもの *２ 営業外費用のうち主要なもの 

      為 替 差 損 26,301 千円   新 株 発 行 費 

為 替 差 損 

14,389 

31,587 

千円 

千円 

 

               

*３ 特別利益のうち主要なもの *３           *３           

 関 連 会 社 

清 算 分 配 金 

29,124 千円            

               

*４ 特別損失のうち主要なもの *４ 特別損失のうち主要なもの *４ 特別損失のうち主要なもの 

 投資有価証券

評価損 

30,000 千円   投資有価証券 

評価損 

110,300 千円   関係会社株式

評価損 

140,000 千円  

      貸 倒 引 当 金 

繰入額 

69,000 千円   貸 倒 引 当 金 

繰入額 

40,000 千円  

           貸 倒 損 失 31,919 千円  

               

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 

 有形固定資産 42,680 千円   有形固定資産 41,928 千円   有形固定資産 94,845 千円  

 無形固定資産 18,250 千円   無形固定資産 8,863 千円   無形固定資産 27,693 千円  
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（リース取引関係）  

 
当中間会計期間 
自 平成15年２月１日 
至 平成15年７月31日 

 
前中間会計期間 
自 平成14年２月１日 
至 平成14年７月31日 

 
前事業年度 

自 平成14年２月１日 
至 平成15年１月31日 

１. リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１. リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１. リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び中間

期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 
   

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

 １ 年 内 42,725 千円   １ 年 内 44,640 千円   １ 年 内 43,762 千円  

 １ 年 超 45,484 千円   １ 年 超 88,210 千円   １ 年 超 66,570 千円  

 合 計 88,210 千円   合 計 132,850 千円   合 計 110,332 千円  

               

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

 支 払 リ ー ス 料 24,098 千円  支 払 リ ー ス 料 26,227 千円  支 払 リ ー ス 料 51,175 千円 

 減価償却費相当額 21,777 千円  減価償却費相当額 23,764 千円  減価償却費相当額 46,342 千円 

 支払利息相当額 1,976 千円  支払利息相当額 2,891 千円  支払利息相当額 5,321 千円 

             

(4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 (4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によって

おります。 

同  左 同  左 

   

(5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 (5) 利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相当

額とし、各期への配分方法につい

ては利息法によっております。 

同  左 同  左 

   

２. オペレーティング・リース取引 ２. オペレーティング・リース取引 ２. オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 未経過リース料 未経過リース料 

 １ 年 内 1,697 千円   １ 年 内 2,363 千円   １ 年 内 1,986 千円  

 １ 年 超 2,875 千円   １ 年 超 4,518 千円   １ 年 超 2,053 千円  

 合 計 4,572 千円   合 計 6,881 千円   合 計 4,040 千円  
   

 
取得価
額相当
額 

減価償
却累計
額相当
額 

期末残
高相当
額 

 千円 千円 千円 

器具備品 227,836 127,249 100,586 

ソフトウェア 
 

12,229 7,386 4,842 

合 計 240,065 134,636 105,429 

 

 
取得価
額相当
額 

減価償
却累計
額相当
額 

中間期
末残高
相当額 

 千円 千円 千円 

器具備品 227,836 105,895 121,941 

ソフトウェア 
 

12,229 6,163 6,065 

合 計 240,065 112,058 128,007 

 

 
取得価
額相当
額 

減価償
却累計
額相当
額 

中間期
末残高
相当額 

 千円 千円 千円 

器具備品 204,700 124,668 80,031 

ソフトウェア 
 

12,229 8,609 3,619 

合 計 216,929 133,278 83,651 
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（有価証券関係） 

  当中間会計期間、前中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

 

（１株当たり情報）  

 
当中間会計期間 
自 平成15年２月１日 
至 平成15年７月31日 

 
前中間会計期間 
自 平成14年２月１日 
至 平成14年７月31日 

 
前事業年度 

自 平成14年２月１日 
至 平成15年１月31日 

１株当たり純資産額 438,682.01 円 １株当たり純資産額 318,242.66 円 １株当たり純資産額 425,365.30 円 

１株当たり中間純利益金額 14,085.11 円 １株当たり中間純損失金額 33,452.48 円 １株当たり当期純利益金額 11,385.23 円 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額     潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額  

  12,780.18 円   10,376.10円 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額につきましては、１

株当たり中間純損失が計上されてい

るため記載しておりません。 

 

（追加情報） 

当中間会計期間より「１株当たり

当期純利益に関する会計基準」（企

業会計基準 第２号）及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針 

第４号）を適用しております。 

なお、同会計基準及び適用指針を

前中間会計期間及び前事業年度に適

用して算定した場合の１株当たり情

報については、それぞれ以下のとお

りとなります。 

前中間会計期間 前事業年度 

１株当たり純資産額 

318,242.66円 

１株当たり純資産額 

425,365.30円 

１株当たり中間

純損失金額 

33,452.48円 

１株当たり当期

純利益金額 

11,385.23円 

       潜在株式調整後１株

当たり当期純利益金額 

10,346.33円 

なお、前中間会計期間の潜在株式

調整後１株当たり中間純利益金額に

ついては、１株当たり中間純損失が

計上されているため記載しておりま

せん。 
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（注）１株当たり中間（当期）純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。 

  
当中間会計期間 
自 平成15年２月１日 
至 平成15年７月31日 

 
前中間会計期間 
自 平成14年２月１日 
至 平成14年７月31日 

 
前事業年度 

自 平成14年２月１日 
至 平成15年１月31日 

１株当たり中間（当期）純利益金額     

中間（当期）純利益（千円） 257,960 － － 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間（当期）純利益（千円）  257,960 － － 

期中平均株式数（株） 18,314.38 － － 

    

潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額     

中間（当期）純利益調整額（千円） － － － 

普通株式増加数（株） 1,870.01 － － 

（うち新株引受権附社債（旧商法第341条ノ８ 

の規定に基づくもの）） 
1,587.01 － － 

（うち新株予約権（旧商法第280 条ノ19 の規定に  

基づくもの）） 
98.48 － － 

（うち新株予約権（商法第280条ノ20及び21  

の規定に基づくもの）） 
184.52 － － 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後  

１株当たり中間（当期）純利益の算定に含め  

なかった潜在株式の概要 

新株予約権（旧商法第

280条ノ19の規定に基

づく新株予約権の目的

となる株式の数 431

株） 

－ － 
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（重要な後発事象）  

 
当中間会計期間 
自 平成15年２月１日 
至 平成15年７月31日 

 
前中間会計期間 
自 平成14年２月１日 
至 平成14年７月31日 

 
前事業年度 

自 平成14年２月１日 
至 平成15年１月31日 

 該当事項はありません。 １. 平成14年８月９日開催の取締役

会において、次の子会社を設立

することを決議いたしました。 

(1) 設立される子会社の概要 

① 社 名 

アクセス・チャイナ・イン

ク 

② 所在地 

イギリス領 ケイマン諸島 

③ 資本の額 

資本金 US630,000ドル 

        （約７千万円） 

④ 出資比率 

株式会社ACCESS（95.24％）

その他（4.76％） 

⑤ 決算期 

12月 

⑥ 事業内容 

中国市場での事業展開を統

括する持株会社 

(2) 設立の日程 

① 会社設立 

平成14年８月13日 

② 業務開始 

平成14年８月13日 

 

２. 平成14年８月９日開催の取締役

会において、アクセス・チャイ

ナ・インクの100％子会社として

次の会社を設立することを決議

いたしました。 

(1) 設立される会社の概要 

① 社 名 

アクセス（北京） 

（愛可信（北京）技術有限

公司） 

② 所在地 

中国 北京 

③ 資本の額 

資本金 US300,000ドル 

        （約３千万円） 

④ 出資比率 

アクセス・チャイナ・イン 
ク（100％） 

 該当事項はありません。 
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当中間会計期間 
自 平成15年２月１日 
至 平成15年７月31日 

 
前中間会計期間 
自 平成14年２月１日 
至 平成14年７月31日 

 
前事業年度 

自 平成14年２月１日 
至 平成15年１月31日 

 ⑤ 決算期 

12月 

⑥ 事業内容 

non-PC端末向け組込みイン

ターネットソフトウェアの

開発・ライセンス及びサー

バーインテグレーション業

務 

(2) 設立の日程 

① 会社設立 

平成14年８月中旬（予定） 

（現地当局への許認可届出

の承認後） 

② 業務開始 

平成14年８月中旬（予定） 

 

 


